○条例案（１１件）
	番号
	件　　　　　名
	概　　　　　　　　　　要

	１
	大阪府教育行政基本条例制定の件
	子どもたちにとって将来にわたって必要となる力を育む教育の振興に資するため、府の教育行政に関し基本となる事項について定めるもの。

	２
	大阪府立学校条例制定の件
	１ 府立学校の効果的かつ効率的な運営を行うため、府立学校の設置、運営等について必要な事項を定めるもの。
２ 大阪府立高等学校等条例において設定していた職員の定数について、児童・生徒数の変動に伴う学級数の増減及び国の定数改善に伴い改正するもの。

・高等学校　　　10,147人　→　10,152人

・特別支援学校 　3,518人　→　 3,595人
（「大阪府立高等学校等条例」は廃止）

	３
	職員基本条例制定の件
	職員（警察職員を除く。）が自律性を備えた人材としてその能力を高めつつ、府民全体の奉仕者として全力を挙げてその職務を遂行し、もって府政の適確な運営と府政に対する府民の信頼の向上に資することを目的として、その任用、人事評価、給与、分限、懲戒及び退職管理等に関する基本的な事項を定めるもの。

	４
	職員基本条例の施行に伴う関係条例の整備に関する条例制定の件
	職員基本条例の制定に伴い、関係条例について、所要の改正を行うもの。
［主な改正内容］

(1)職員の分限に関する条例の一部改正

府の職員（警察職員を除く。）の分限事由及び処分の基準を新たに定めるもの。

(2)職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正
府の職員（警察職員を除く。）の懲戒処分の基準を新たに定めるもの。

(3)職員の退職管理に関する条例の一部改正

職員基本条例の制定に伴い、特定の法人への再就職の禁止規定が適用除外となる場合を定める等、必要な事項を定めるもの。

〔関係条例〕

・職員の給与に関する条例

・職員の給料及び管理職手当の特例に関する条例

・職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例

・外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例

・公益的法人等への職員の派遣等に関する条例

・府費負担教職員の分限及び懲戒に関する条例

	５
	府費負担教職員定数条例一部改正の件
	児童・生徒数の変動による学級数の増減及び国の定数改善に伴い、府費負担教職員の定数を改正するもの。
・小 学 校　　　27,233人　→　27,153人
・中 学 校　　　15,741人　→　15,897人
・高等学校　　  　  28人　→　    27人
・特別支援学校　 1,365人　→ 　1,420人

	６
	大阪府立図書館協議会条例一部改正の件
	１　図書館法の改正により、図書館協議会の委員の任命基準については条例で定めることとされたため、所要の改正を行うもの。
２　大阪府特別職報酬等審議会からの答申等を踏まえ、図書館協議会の委員報酬額を改定する。
　（日額）9,100円→（日額）8,200円

	７
	大阪府文化財保護法に基づく事務に係る事務処理の特例に関する条例一部改正の件
	豊中市の中核市移行に伴い、文化財保護法に基づく事務の一部については同市が処理することとなるため、所要の改正を行うもの。

	８
	知事及び副知事の給料、手当及び旅費に関する条例等一部改正の件
	平成23年８月29日及び平成23年12月14日に大阪府特別職報酬等審議会からなされた答申及び意見具申等を踏まえ、特別職の報酬及び給料の額等について等の見直しを行うもの。

	９
	大阪府附属機関条例一部改正の件
	地方自治法により、附属機関の委員の報酬及び費用弁償の額並びにその支給方法については条例で定めなければならないとされており、現在、大阪府附属機関条例第２条において、組織、委員その他構成員の報酬及び費用弁償の額並びにその支給方法その他附属機関に関し必要な事項は、当該執行機関が定めることとされているが、地方自治法の趣旨に則り、附属機関の委員等の報酬の額の上限及び費用弁償並びにその支給方法を新たに定める等の所要の改正を行うもの。

	10
	大阪府高校生修学等支援基金条例一部改正の件
	本基金は、国の高等学校授業料減免事業等支援臨時特例交付金の交付を受け、平成２１年度から３年間の期間を定めて設置されたが、この度、国の平成２３年度第３次補正予算成立に伴い、平成２６年度末まで事業の実施期間が延長されたため、所要の改正を行うもの。

	11
	大阪府認定こども園の認定の基準に関する条例一部改正の件
	認定こども園法の改正により、認定こども園に係る認定要件については、都道府県の条例で定めることとされたことから、認定こども園の類型等の認定要件を定めるため、所要の改正を行うもの。
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